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新たな災害対策新たな災害対策

 

並びに並びに

 
東北復興支援への取り組み東北復興支援への取り組み



SLIDE No.

1
本資料に記載されている、将来に関する記述を含む歴史的事実以外のすべての記述は、当社グループが現在入手している情報に基

 

づく、現時点における予測、期待、想定、計画、認識、評価等を基礎として記載されているに過ぎません。また、予想数値を算定するた

 

めには、過去に確定し正確に認識された事実以外に、予想を行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いています。これらの記

 

述ないし事実または前提（仮定）は、客観的には不正確であったり将来実現しない可能性があります。その原因となる潜在的リスクや

 

不確定要因としては以下の事項があり、これらはいずれも当社グループの事業、業績または財政状態に悪影響を及ぼす可能性があり

 

ます。また潜在的リスクや不確定要因はこれらに限られるものではありませんのでご留意下さい。

1.

 

携帯電話の番号ポータビリティ、新規事業者の参入など、通信業界における他の事業者等及び他の技術等との競争の激化や競争レイヤーの広がりを

 

はじめとする市場環境の変化に関連して、当社グループが獲得・維持できる契約数が抑制されたり、ＡＲＰＵの水準が逓減し続けたり、コストが増大す

 

る可能性があること

2.

 

当社グループが提供している、あるいは新たに導入・提案するサービス・利用形態・販売方式が十分に展開できない場合、当社グループの財務に影響

 

を与えたり、成長が制約される可能性があること

3.

 

種々の法令・規制・制度の導入や変更または当社グループへの適用により、当社グループの事業運営に制約が課されるなど悪影響が発生し得ること

4.

 

当社グループが使用可能な周波数及び設備に対する制約に関連して、サービスの質の維持・増進や、顧客満足の継続的獲得・維持に悪影響が発生

 

し得ること

5.

 

当社グループが採用する移動通信システムに関する技術と互換性のある技術を他の移動通信事業者が採用し続ける保証がなく、当社グループの国

 

際サービスを十分に提供できない可能性があること

6.

 

当社グループの国内外の投資、提携及び協力関係や、新たな事業分野への出資等が適正な収益や機会をもたらす保証がないこと

7.

 

当社グループの携帯電話端末に決済機能を含む様々な機能が搭載され、当社グループ外の多数の事業者等のサービスが携帯電話端末上で提供さ

 

れるなかで、端末の故障・欠陥・紛失等や他の事業者等のサービスの不完全性等に起因して問題が発生し得ること

8.

 

当社グループの提供する製品・サービスの不適切な使用により、当社グループの信頼性・企業イメージに悪影響を与える社会的問題が発生し得ること

9.

 

当社グループまたは業務委託先等における個人情報を含む業務上の機密情報の不適切な取り扱い等により、当社グループの信頼性・企業イメージ

 

の低下等が発生し得ること

10.当社グループが事業遂行上必要とする知的財産権等の権利につき当該権利の保有者よりライセンス等を受けられず、その結果、特定の技術、商品

 

またはサービスの提供ができなくなる可能性があること、また、当社グループが他者の知的財産権等の権利の侵害を理由に損害賠償責任等を負う可

 

能性があること

11.自然災害、電力不足等の社会インフラの麻痺、有害物質の拡散、テロ等の災害・事象・事件、及び機器の不具合等やソフトウェアのバグ、ウィルス、

 

ハッキング、不正なアクセス、サイバーアタック等の人為的な要因により、当社グループのサービス提供に必要なネットワークや販売網等の事業への障

 

害が発生し、当社グループの信頼性・企業イメージが低下したり、収入が減少したり、コストが増大する可能性があること

12.無線通信による健康への悪影響に対する懸念が広まることがあり得ること

13.当社の親会社である日本電信電話株式会社が、当社の他の株主の利益に反する影響力を行使することがあり得ること
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2 目次目次

１．新たな災害対策への取り組み新たな災害対策への取り組み

 

（１）新たな災害対策の概要

 

（２）個別の対策

 

-大ゾーン基地局の設置

 

-基地局の無停電化・バッテリー２４時間化

 

-災害用音声お届けサービスの提供

 

-復旧エリアマップの拡充

 

-エリアメールの更なる活用（津波警報）

 

等

 

（３）Ｇｏｏｇｌｅ「パーソンファインダー」／ＳＮＳ等との連携によるＩＣＴ活用

 

２．東北復興支援への取り組み東北復興支援への取り組み

 

（１）東北復興新生支援室の設立

 

（２）その他の取り組み

 

（雇用創出、社員ボランティア

 

等）
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・新たな災害対策への取り組み・新たな災害対策への取り組み
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4 新たな災害対策新たな災害対策の概要の概要

①災害時における通信確保のために大ゾーン方式基地局を
全国に設置（１０４ヶ所、うち東北１２ヶ所うち東北１２ヶ所）

⇒

 

人口の約３５％をカバー

②都道府県庁、市区町村役場等の通信を確保するため、

 

基地局の無停電化、バッテリー２４時間化を推進
（約１,９００局、うち東北約２４０局うち東北約２４０局）

⇒

 

人口の約６５％をカバー、災害拠点病院の約５０％

③衛星携帯電話の即時提供による避難所等の通信確保
（３,０００台）

④

 

衛星システムを活用したエリアの早期構築
・衛星エントランス基地局の増設

 

（車載型：１９台に倍増、うち東北２台に倍増うち東北２台に倍増）

 

（可搬型：新規２４台、うち東北は新規２台うち東北は新規２台）

⑤

 

マイクロエントランス回線を活用した機動的なエリア構築
・非常用マイクロ設備の配備（１００区間、うち東北６区間うち東北６区間）

⑥

 

災害時に強いパケット通信を活用した

 

「災害用音声お届けサービス」の提供

⑦

 

復旧エリアマップの拡充

⑧

 

操作性向上の為、災害用伝言板の音声ガイダンス対応

⑨

 

エリアメールの更なる活用（津波警報への拡大等）
⑩

 

ＳＮＳ等との連携によるＩＣＴ活用の更なる推進

災害時における

 

お客様の更なる

 

利便性向上

重要エリアにおける
通信の確保

被災エリアへの

 

迅速な対応

人口密集地及び行政機関の

 

通信を確保
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5 新たな災害対策新たな災害対策費費の内訳の内訳

概 要
対策費

 

（設備投資）

重要エリアにおける

 

通信の確保

①

 

大ゾーン基地局の設置 ５０億円

②

 

基地局の無停電化、バッテリー２４時間化 １３０億円

被災エリアへの迅速な対応

③

 

衛星携帯電話の即時提供 １億円

④

 

衛星エントランス基地局の増設 ６億円

⑤

 

非常用マイクロ設備の配備 ３億円

災害時におけるお客様の更

 

なる利便性向上

⑥

 

災害用音声お届けサービスの提供

１０億円

⑦

 

復旧エリアマップの拡充

⑧

 

災害用伝言板の音声ガイダンス対応

⑨

 

エリアメールの更なる活用

⑩

 

ＳＮＳ等との連携によるＩＣＴ活用

合 計 ２００億円



SLIDE No.

6

取り組み施策

大ゾーン基地局の設置

基地局の
無停電化

基地局の
バッテリー２４時間化

衛星携帯電話の
即時提供

災害用音声お届け

 

サービスの提供

復旧エリアマップの拡充

新たな災害対策の進捗状況新たな災害対策の進捗状況

・新たな災害対策は、２０１２年２月末で全施策が概ね完了

３月末１２月末６月末４月 ９月末

完了

２０１２年２月末で全１０４局（うち東北１２ヶ所）の設置完了

２０１２年２月末で約１,０００局（うち東北約１８０局）概ね完了

２０１２年２月末で約１，０００台確保（全３,０００台の早期配備完了に向けて取り組む）

可搬型

２０１１年９月末で可搬型全２４台（うち東北２台）、

 

２０１２年１月末で車載型全９台（うち東北１台）の配備完了

２０１１年９月末で全１００区間（うち東北６区間）の配備完了

完了

完了

国や地方公共団体が配信する際の

 

利用料金の無料化（７月１日～）

完了

車載型

完了

完了

２０１２年３月１日より提供開始

２０１１年６月末で約７００局（うち東北約６０局）が完了

完了

非常用マイクロ
設備の配備

エリアメールの更なる活用

衛星エントランス

 

基地局の増設

更なる迅速化・視認性向上ＨＰ提供の迅速化 完了 完了

完
了

ＳＮＳ等との連携による
ＩＣＴ活用

災害伝言板の
音声ガイダンス対応

完
了

概
ね
完
了

概
ね
完
了

完
了

完
了

完
了

完
了

完
了

完
了

完
了

完了夏モデルの一部機種より開始

①

②－１

②－２

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

津波警報への

 

対応開始

（２０１２年２月末：約７２０局）

２０１１年 ２０１２年
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7 大ゾーン基地局の設置①大ゾーン基地局の設置①

・広域災害・停電時に人口密集地の通信を確保するため、通常の基地局とは別

 

に、大ゾーン基地局を２０１２年２月末で全国に設置完了

 

（１０４ヶ所、うち東北１２ヶ所）

半径約７Ｋｍをカバー
※一般の基地局カバー範囲は半径数100ｍ～数ｋｍ

停
電

停
電

停
電

無線伝送路

損壊

有線伝送路

有線伝送路

回線断

人口密集地
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8 大ゾーン基地局の設置②大ゾーン基地局の設置②

・東北地区の大ゾーン基地局は、２０１２年２月末で全１２局を設置完了

【東北地区

 

１２局】

青森市 盛岡市

秋田市

仙台市

鶴岡市

福島市

奥州市

いわき市石巻市

横手市山形市

八戸市
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9 基地局の無停電化・バッテリー２４時間化基地局の無停電化・バッテリー２４時間化

都道府県庁、市区町村役場等の重要エリアの通信を確保する対策は２月末で概ね完了

・エンジンによる無停電化は２０１１年６月末で約７００局（うち東北は、約６０局）概ね完了。

 

・バッテリー２４時間化は２０１２年２月末で約１，０００局（うち東北は、約１８０局）概ね完了。

バッテリー２４時間化

２０１２年２月末で概ね対策を完了

エンジンによる無停電化

無線伝送路

都道府県庁
市区町村役場等

エンジン

２０１１年６月末で概ね対策を完了

無線伝送路

都道府県庁
市区町村役場等

バッテリー

（エンジン） （バッテリー収容箱） （バッテリー）（宮城県

 

七ヶ宿町）（宮城県

 

仙台市）
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10 基地局の基地局のバッテリー２４時間化バッテリー２４時間化

パターン①
（空きスペースへのバッテリー追加）

パターン②
（バッテリー収容函の設置）

（
追

 

加

 

前

 

）

（
追

 

加

 

後

 

）

追
加

追加バッテリー追加バッテリー

（山形県

 

舟形町）

バッテリー収容函
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避難所

避難所

避難所

５～１０セット

・・・・・

衛星携帯電話の即時提供衛星携帯電話の即時提供

・発災後速やかに衛星携帯電話を避難所等に提供し、通信を即時確保

 

-

 

大規模災害に備えるため３，０００台を配備

 

（現在約１，０００台配備済）

物流倉庫での保管状況

台風１２号・１５号時に提供全国の拠点に配備
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12 衛星・マイクロエントランスの充実①衛星・マイクロエントランスの充実①

・被災エリアの早期復旧を目的に、機動性に優れた衛星・マイクロ回線を活用

 

－衛星エントランス基地局の増設

 

車載型:１９台に倍増。うち東北は、２台に倍増。

 

可搬型:新規２４台。うち東北は、新規２台。

 

－非常用のマイクロエントランス設備を配備（１００区間。うち東北は、６区間。）

マイクロ（無線）
エントランス

車載型
移動基地局

移動基地局によるエリア化

マイクロエントランス回線の活用衛星エントランス回線の活用・充実

非常時に
設置

可搬型
移動基地局

マイクロ（無線）
エントランス

車載型
移動基地局

移動基地局によるエリア化

マイクロエントランス回線の活用衛星エントランス回線の活用・充実

非常時に
設置

可搬型
移動基地局
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13 衛星・マイクロエントランスの充実②衛星・マイクロエントランスの充実②

・車載型衛星エントランス基地局の増設

 

－既存の１台に加え、今回新たに東北へ１台の増配備を実施（２台に倍増）

 

・可搬型衛星エントランス基地局の配備（新規２台）

東北支社前

可搬型パラボラ
（組立時）

パラボラアンテナ組立時
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14 災害用音声お届けサービス災害用音声お届けサービスの提供の提供

災害により音声がつながりにくい時にデータ化した音声を届けることが可能
「災害用音声お届けサービス」を、２０１２年３月１日よりサービス提供開始

－２０１２年３月３１日まで体験サービス実施

災害用音声お届けサービス ＜サービス提供内容＞
・無料
・災害用伝言板と同時に提供開始
・全国で利用可能

音声通信音声通信
ネットワークネットワーク

発信規制

ふくそうふくそう

①音声発信①音声発信①音声発信

発信側

パケット通信パケット通信
ネットワークネットワーク

着信側

音声メッセージ音声メッセージ
（ファイル）（ファイル）

③音声メッセージファイルの送信③③音声メッセージファイルの送信音声メッセージファイルの送信

②「災害用音声②「災害用音声
お届けサービス」お届けサービス」
を利用し録音を利用し録音

⑤着信側で再生されたことを自動的に通知⑤着信側で再生されたことを自動的に通知⑤着信側で再生されたことを自動的に通知

無事です。
近くの小学校に
避難しています。

④音声メッセージ④音声メッセージ
ファイルを再生ファイルを再生

声を聞くことが
できます！

無事です。
近くの小学校に
避難しています。
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15 復旧エリアマップの拡充復旧エリアマップの拡充

公開時間の短縮公開時間の短縮

復旧エリアマップ

機能拡充機能拡充

視認性の向上視認性の向上

•２０１１年１２月２３日より、復旧エリアマップの機能拡充を実施し、

 

「公開時間の短縮」と「視認性の向上」を実現

各アイコンの表示・

 

非表示設定が可能

 

となりました。

注釈が表示される

 

ようになりました拡大・縮小の操

 

作が行いやすく

 

なりました。

Z12LD第500号Z12LD第500号

昭著第

 

53G056

 

号昭著第

 

53G056

 

号
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16 災害用伝言板の音声ガイダンス対応災害用伝言板の音声ガイダンス対応

・災害用伝言板の「安否登録・確認」が容易にできるよう、操作を改善
-音声による操作説明のガイダンス
-アイコン表示、タッチパネルによる操作

・２０１１年夏モデル：一部機種より対応開始
・２０１２年冬春モデルのスマートフォン全機種でプリインストール対応

1) 災害用伝言板アプリの起動1) 災害用伝言板アプリの起動

安否状況を登録
したい場合は

「登録する」を、
…タッチしてください

伝えたい安否情報を
タッチしてください

登録

災害用伝言板
（サーバ）

確認

ご家族や友人の登録状況を
確認したい場合は

「確認する」を、
タッチしてください

2) 音声ガイダンスによる操作補助とアイコンタッチによる操作性向上2) 音声ガイダンスによる操作補助とアイコンタッチによる操作性向上

安否情報の登録 安否情報の確認

「災害用伝言板
（簡易版）」を選択

「災害用キット」
を選択（※）

※「しゃべってカンタン操作」をお使いの場合、音声入力による起動もできます。
「災害用伝言板アプリ」をお使いの場合は、アプリをアップデートすることで、「災害用キット」がご利用になれます。

http://images.google.co.jp/imgres?imgurl=http://galaxy-info.up.seesaa.net/image/trading_k000sami9000galaxys-thumbnail2.jpg&imgrefurl=http://galaxy-info.seesaa.net/article/164449118.html&usg=__qrdJmp6bFkiFzZltXDdrrK_8meQ=&h=300&w=300&sz=24&hl=ja&start=65&zoom=1&tbnid=v_iDpw4kFk0lNM:&tbnh=116&tbnw=116&ei=bJ3QTcOINoX2vwOTvMSSCg&prev=/images?q=SC-02B&start=60&um=1&hl=ja&lr=&sa=N&tbm=isch&um=1&itbs=1
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全国

東北

エリアメールの更なる活用①エリアメールの更なる活用①

・気象庁が配信する「緊急地震速報」や、国・地方公共団体が配信する
「災害・避難情報」を受信可能
・２０１１年７月１日から、国や地方公共団体のシステム利用料金を無料化

○○市等

 

契約単位エリア
Aさん Bさん

通勤者

自治体

災害･避難情報

■導入済み自治体数：

 

８８８、うち東北１３３

 

（２０１２年２月２９日現在）

7/1以降無料化

2011年 2012年
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18 エリアメールの更なる活用②エリアメールの更なる活用②

・気象庁が発表する津波警報を、

 

２０１２年２月２４日（金）より、気象庁が指定

 

する沿岸部の６６地域に対して、エリアメールを配信するサービスを開始

・提供サービスの概要

※２

 

津波予報区

 

（気象庁ホームページ

 

津波予報区より引用）

 

http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/index_t-yohokuinfo.html）
※１

 

気象庁から津波警報のほかに、津波注意報や津波情報が発表されますが、エリアメール（津波警報）としては配信しません。

津波感知

津波警報が発表されたエリアに
一斉配信

気象庁

エリアメール

 

センター

他のエリアには

 

配信されない

エリアA

エリアB

専用着信音専用着信音
でお知らせでお知らせ

津波警報発表

沿岸部の方は直ちに

 

高台など安全な場所

 

へ避難して下さい（気

 

象庁）

受信イメージ

配信基準 気象庁が発表する津波警報（大津波・津波

 

※１）
・大津波：予想される津波の高さが高いところで３ｍ程度以上となる場合に発表
・津波：予想される津波の高さが高いところで２ｍ程度となる場合に発表

配信エリア 津波警報が発表される際の沿岸部６６地域

 

※２

配信コンテンツ 津波警報(大津波・津波)

対応機種 エリアメール対応機種(2007年11月以降発売)

http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/index_t-yohokuinfo.html
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19 Ｇｏｏｇｌｅ「パーソンファインダー」／ＳＮＳ等との連携によるＩＣＴ活用Ｇｏｏｇｌｅ「パーソンファインダー」／ＳＮＳ等との連携によるＩＣＴ活用

・「災害用伝言板」にアクセスすると、Ｇｏｏｇｌｅ「パーソンファインダー」に登録

 

された安否情報の確認が可能に
・「ｄメニュー・ｉＭｅｎｕ」ＴＯＰページに、公共機関・報道機関等のＴｗｉｔｔｅｒ

 

アカウントを一覧表示し、災害関連情報の収集を簡易化

対応時期：２０１２年３月末 ２０１２年２月対応済

画面は、イメージです。提供時は、異なる場合があります。

Ｇｏｏｇｌｅ「パーソンファインダー」との連携 Ｔｗｉｔｔｅｒ社との連携

伝言板確認

安否を確認したい人の携帯電話番号を入
力して検索ボタンを押してください。

▼携帯電話番号

検索

インターネット上に登録された安否情報
サービスを検索するには「お名前」を入力し
て検索ボタンを押してください。
※接続にはパケット通信料がかかります。

▼お名前

検索

トップ画面へ

検索先：Google パーソンファインダー

Google
パーソンファインダー

結果表示画面
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西日本
（関西・九州）

首都圏

ＩＳＰ ＩＳＰ
インターインター

 

ネットネット

コアＮＷ

西日本へ分散

パケット通信プラット

 

フォーム（スマートフォン）

＜バックアップ＞

全国顧客情報
管理システム

＜バックアップ＞

パケット通信プラット

 

フォーム（スマートフォン）

＜メイン＞

災害対策の更なる推進災害対策の更なる推進

・通信ネットワークの安全性・信頼性向上のための取り組みを継続

重要施設の分散化 グリーン基地局への取組み

・

 

首都直下型地震を想定し、

 

首都圏に集中度の高い重要設備について

 

２０１２年度までに関西・九州へ早期に分散

お客様向けサービスの継続提供に

 

最低限必要な重要設備を東西に分散

・ソーラーパネル、リチウムイオン電池の導入

・高効率な直流（ＤＣ)統合制御

・基地局バッテリー情報を利用した延命/運用

・ソーラーパネルによる商用電力削減

・夜間電力活用によるピークシフト

電
源
確
保

省
電
力
化

その他災害対策への取組み

見
え
る
化

・基地局装置電流値の把握

・バッテリー情報を収集可能な基盤の整備

グ
リ
ー
ン
電
力
制
御
技
術

・ＢＣＰを含めた災害対策マニュアルの見直し

・総合防災訓練、情報伝達訓練の実施
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・東北復興支援への取り組み・東北復興支援への取り組み
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国の総力を挙げた取組み

復興基本方針の策定

復興庁の設立

企業としての社会貢献

国づくり、街づくりへの参画

震災からの

復興活動本格化

国 民間の力

ドコモとして被災地の復興活

動を支援するにあたって、

迅速に貢献できる事業運営

体制の構築が不可欠

東北復興への動き東北復興への動き

震災を経験した現場

復興計画の策定

被災自治体

教育機関、各種団体、

NPO、個人、海外

その他の力

「東北復興新生支援室」設置
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23 東北復興新生支援室の概要東北復興新生支援室の概要

名称 東北復興新生支援室

設置日 ２０１1年１２月１日

室長 取締役常務執行役員

 

眞藤

 

務

社員数 １８名（社内公募で募集）

事業内容
・

 

モバイルを活用した被災地支援活動への参画
・

 

被災自治体の復興事業として継続させるための
仕組みづくりの支援
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24 その他の取り組みその他の取り組み

 

（雇用創出・社員ボランティア（雇用創出・社員ボランティア

 

等）等）

・被災地の雇用創出を目的に、コールセンター（仙台市内）を設置する。

 

・社員のボランティア活動や募金・寄付活動を支援する。

カテゴリ 取り組み内容

被災地の雇用創出

震災を忘れない

社員取り組み

「社員一人一行動」

○生活の基盤である雇用への支援

◆被災地の雇用創出を目的に、

2012年7月にコールセンター（仙台市内）を設置し、

年内に本格運用を目指す（150名規模）

◆仙台の既存コールセンター（約280名）に加えて、約430名となる

○ボランティア活動

 

◆ボランティア休暇制度を利用した取り組み等を2011年度から継続

◆ボランティア活動の更なる充実のため、2012年4月から会社として

派遣先選定・旅費・滞在費等の支援を実施

◆現地の社会福祉協議会等と相談し、被災地のニーズに合わせて、当初は宮城県

南三陸町での活動を予定

 

(ガレキ清掃等)

◆4月～5月に約120名、年間では約400名を予定

○募金・寄付活動

 

◆年間を通して社員募金に取り組み、

会社からはマッチングギフト(社員募金額と同額を寄付)を実施
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